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【下田第1調 査研究 グル ープ総括】本 日は 、お忙 しい ところ 、お時
間を頂 きあ りが とうございます 。この ほど、私 どもでは 、科学技術
分野での男女 の機会均等 と中長期的な科学技術人材の確保 とい う観
点か ら、 「女性研究者 に関す る基礎調査」 をとりまとめ ました 。
ご 自身も政治学 の研究者で いらっ しゃり、また科学 技術会議 の科
学技術 系人材部会 の審議 にも参加 されてお られる先生 としては 、女
性 の社会 での活躍 、と くに研究者 と しての活躍 について 、どのよ う
にお考 えでい らっしゃい ますか 。
【猪 口教授)男 女 、分野 を問わない ことですが 、働 きやす い環境 を
つ くることが大切だ と思い ます 。専門 に生 きて 、それな りの生活水
準 を維持 し、報われ るよ うで なければいけ ませ ん 。
今 の若 い人た ちは、多元的 な自己実現を求 めるよう にな ってい ます 。もち ろん 、仕事や学 問 に対
す る情熱 は多分 に持ち合わせ てい ます が 、そのために他の もの を犠牲 に して も構 わない とい うマイ
ン ドセ ットにはな っていないのです 。学問は純粋 な知 的好奇心 に支え ら
れている という考 え方 も基本 にはあ りますが 、仕事 のや りが いだけで な
く、経済 的にも社会的 にも報われ 、また家庭 的に も自己実現で きるよ う
な環境 をつ くって初め て、若い人 を惹 きつけるこ とが できるの です 。
女 性の研究 者につい ては、実力主義の職場環 境をっ くり、また 出産や乳
児 期保育 とい った女性 固有 の問題 に対 して配慮 し、女性 にと っての 自己
実 現を可能 にす るこ とが大切だ と思い ます。私も多 くの女性研究者 を知
っていますが 、外国で の活躍を考える人が少な くあ りません 。建前上 は'
平 等でも 、言われ ざる限界 、グラス ・シー リングが あるのか も しれ ませ
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ん 。とする と、社会 として重要 な才能 を損失 して いるとい うことにな ります 。
〔下 田〕先 ほ ど、出産や育児 のお話がで ま したが 、私 どもの調査 では研究 と育児 の両立が難 しい問
題である とい う結果がでてお ります 。調査で インタビュー した女性研究 者の中に 、近 くによい保育
所があ った とか 、自分 もしくは相手方の親の援助を得て研究 を続 けた 、とい う方が います 。
育 児の問題 は 、研究者 に限 った ことではあ りませんが 、これ か ら女性 の社会進 出を考えてい く上
で大 きなポイ ン トになるので はないか と思い ます が 、先生 ご 自身のご経験 を踏 まえての ご意見はい
かがで しょうか 。
【猪 口]現 在 、育児 休業制度は発足 してい ますが 、休業 中の所得保障 はあ りません。つま り、家族
は増えて も所得 は半減 とい うことにな りますか ら、経済的 な理 由によ り育児休暇 が とれ ない場 合も
あ るわけです 。また 、そ もそ も、育児休業 をと りやす い雰囲 気があ るか どうか も問題です 。
私は 、子育ては親 の権利 であ り、自分の産んだ子は 自分で育てたい と思 っています 。部分的 にで
はあれ 、国や企業が所得 を保 障すべ きであ り、そ うな って初めて 、親は養育 の権利 を享受で きるの
だ と思います。 また 、1才 頃 の子 どもは精神発達 が旺盛で個 人差 も大 きいので 、1才 を過 ぎて も、
もう少 し自分の手 で育て たい と思 う親がいて も当然だ と思います 。ですか ら、延長可能な育 児休業
制 度を 、延 長期 間中は所得保 障はな くて もよいか もしれ ませ んが 、期待 した いと思い ます 。また 、
短 時間勤務 がで きる体制 も必要ではないか と思い ます 。子 どもはみ な違 うのですか ら、一 律な制度
ではな く、できるだ けフ レキ シビ リテ ィの高い制 度の方が 、女性 は働 きやすいのではないか と思い
ます 。そ うすれば能力的 に落 ち込む こともな く、復帰 に伴 う困難 も解消 され るのではないか と思い
ます 。老親 の介護の場合 も同 じです 。この場合 は 、研究者 としてス トックがあるので 、育 児の場合
よ り楽だ とは思い ますが 、た とえ実態 としてなん とか対処で きたと して も、制度 として許容 して も
らえない とつ らい ものがある と思います 。生きて い く上で遭遇する さまざまな困難 を乗 り越 えてい
け る安定性 が 、本当 に偉 大な研究者 を育 ててい くのだ と思い ます 。
また 、職 住接近 にな っていない現状で は、事業所 内に保育所 を設ける ことも必要で しょう。さ ら
に、現在の保 育所は 、保育 に欠ける子 どもを救済す るとい う福 祉施 設的な位置づ けではな くな って
きているのです か ら、研究者 として活躍 している親 も含め 、小 さい ときからの教育 に熱心 な今の若
い親の罰待 に応 え られるよう に、保育所の質の問題 も考えてい く必要が ある と思 います 。
【下田]研 究者 として活躍 を始めた女性 に、少 しで も長 く研究 していただ くため に、社会の受け入
れ側の体制 も考 えていか なければ なりませ んね。 これ までは 、どち らか というと、 「女性 は家 庭で
子 育て」 という前提 の基 に税制 などの種 々な体系がで きていますか ら、これ らを見直 してい く必要
が あるか と思 います 。
議 ま変わ りますが 、現在理工系人材の確保 が課題 にな ってお ります 。先生の先 ほ どのお話で も、
科学者 の地位や給与の ことが ござい ま したが 、バ ブル 期には 、明るい大学生活 、卒業 後の高給 与の
イメー ジに惹かれて 、高校生の文系指向が高 ま りました。最近 は少 し人気は持ち直 してきているよ
うですが 、理工系は 、勉強が きつ く、暗 くてイメージが悪 く、就職先 も魅 力 に乏 しい と考 え られた
か らです 。重要 な仕事を している人に対 して 、そ れな りの処遇 を考 えてい く必要が あると思 います
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が 、問題は 、重要 な仕事 を している翼ユニ系の入の珪会 に対す る情報亮繕力が弱い とい うことです。
竃猪 口]確 か に、処遇は 、社会全 体で考えていか なければ ならない湾題ですね。 窪本の強 さを支え
るのは科学技衛だ とい う気がいた します 。高度成 長期 には 、藁葺衰 は日本の未来 を担 う入 とい うイ
メー ジだ った と思い ますが 、現在 、妓 籍者がそ うい った き己簿 を鑓 けず 、また霞 害者が陰 にな って
顔が 見えな くな って しまっている 、見えない膨雀 に 日本が支え られてし、る とい うのは 、非 常に不 気
味な感 じが します 。社会 で も科学者 ・技確者 を評癒 し、科学者 ・葺 繕老懸も社会に理解 を求め ると
い う、双方の努力が必要 か と患います.
窪本の社会では 、ヒー ローを嫌 う慈 淘があ ります 。会社組霧ではそれでよいか も しれ ませんが 、
学問の世襲 には 、ヒーロ がー 必要だ と思い ます 。巨大科学ではチーム単位で醗究が進むので しょう
が 、突緩をす るのは少数 の人境 、精鋭です 。こういう已一 ローの顔 が見え、歳桑 を讃え る社会があ
れば 、披 らはお金や地位 を越 えた遵息感 を得 ることがで きる と思 い ます 。こ ういうことが 、本当の
処遇なのか もしれ ませ ん。一方 、この ヒー ロー を支え る膨 大な組織 も.必要で 、これ らの人た ちには
経済的な報 いが必要 だ と思 います 。それぞれが専 門家 として社会的 に報われ 、や りがい も発 見でき
るよ うな体翻 、こういう機能 節な職繧窯が必要 だ と思い ます 。
米 国では 、教授 は非常 な尊敬 を受けてい ます 。iヨ本では 、悪平等 ともいえ る風潮が墓 まって しま
っているのか も しれ ませんが 、学湾上で研鑛 を積 み突破を した人 を尊敬 し、讃 え る社会 にな らなけ
ればいけない と思 います 。傑 出する人 に喝采 をお くる社会 では 、自然 とヒー ローがでて くる と悪い
ます 。
理科 系の癒 饗で は、20代 の傑出力が重要 だ と思い ますが 、 日本では組織 の中で20汽 の入が傑
出す るの は考え られ ません 。若い世代で も、傑 出する力を発揮 して いる科学 者の卵がいるはずなの
に 、ス ター になれ ない、躍進で きないのです 。他 の分野 な ら、 自分の年齢 に近 いス ターが いるので
すが 。
〔下 田】やは り、 日本社会の中では 、なかなか突 出 しに くいところがあるか もしれませ ん 。欧米 を
み ます と、20代 ですば ら しい業績 をあげてい る方 もお られ ますね 。
【猪 口】ええ 、それで20才 代で教授 になれるんです ね。29才 でMITの 正教授 にな った人 もい
ます 。これは 、た しか にアメ リカで も非 常に稀 な ことですが 、可能なのです 。そ して、多 くの若 い
学生 を啓i発す るのです 。
【下 田】能力のあ る人が正 し く評価 され 、いい地位 につ ける。また 、それを見た若 い人たちが 自分
もや ってみよ う と患 う社会 にな ってい くわけです ね。
【獺 コ】私は 、若い巨人をっ くるのは 、次代 を生 き延び る知恵だ と思い ます 。自分の年齢 に近 いピ
ー ロー 、同性の ヒーローを見 ることで 、若者や女性 を科学 に惹 きつける ことが で きるので はないで
しょうか 。科学者は 、自由な精神構造 を持 ってい るの に、なぜ職場環境 は権威主義が残 り、若者や
女性の活力 を削いで しまっているのか疑問です 。 自由聞達 な職場環 境が生まれれ ばいいなあ と患 い
ます 。
【下 田】 本 日は どうもあ りが とうございま した 。
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○ 研 究会 等/ResearchMeetings
「科学技術 が人間 ・社会 に及ぼす影響 に関す る調査委員会」の第1回 会合 を9月1日 に開催 し
た 。この委 員会は 、科学技術会議の第18号 答 申を踏 まえ 、人間 ・社 会に とって望 ま しい科学技




9/24(金)「 半導体 製造装 置ステ ッパーの開発」
吉 田庄 一郎((株)ニ コン代表取締 役副社長)
[講演要 旨]
ステ ッパーはLSIの 微細回路 を シリコ ンウエハーの上 に焼 きつけ る超精密な光学機械 であ
るが 、この装置の開発が半導体産業 の躍進 に大 きな貢献 を して いる。その開発でキイ とな った
のは高解像力投影 レンズを作る技術 、回折格子 を作 る位置決め技術 、光 電セ ンサ を使 った 自動
制御技術の三つの基盤技 術である。これ らの技術 は、特種製品 を作るために 、独 自に積み上 げ
られて きた技術 である。外 国技術 の安易 な導入 による過当競争 を避 けるため に、将来のニ ーズ
に合致 する基盤技術 を息長 く育て るか とが肝要であ る。ニ コンでは塾形 式で技術 の継承 を して
いる。 また 、新 しい基盤技術 の確保のため に、新技術事業 団の創造科学技術事業で超微細描画
のためのプ ロジ ェク トを推進 して きた 。






杜 文謙(台 湾 経 済 研 究 院 第 三 所 長 他2名)
温 烈(中 国 国 家統 計局 科 学 技 術 統 計 部 他2名)
Dr.RalphJurgenPeters(ドイツ エ ン ジニ ア協 会物 理 技術 セ ンタ ー部 長)
Dr.MargrietTheron(ニュー ジー ラ ン ド研 究 ・科学 技術 者)
Dr.GeoffRobinson(英国 貿 易産 業 省 主 席 科 学 技 術 顧 問)
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1[.レ ポ ー ト紹 介/HighlightoftheNewReport
日本 製 造 業 にお け る競 争 力 の 源 泉 一素材 関連 技 術 を 中心 と した 一 考 察
SourceofJapan'sCompetitivenessinmanufacturing
第1研 究 グループ 永 田晃也 、菊池純一 、森俊介
1.研究 の背景 と目的
戦後 日本 は、優れた外国技 術を導 入す る とともに 、自主技術開発 に積極的な投資を行 うことによ
り、驚異的 な復興 と成長 を経 て 、今 日の経済大 国、技術大国 と称 される地位 を確立 して きた。 日本
の産業が既 に十 分な国際競争 力を有す るということは 、1992年末の時点 で1,200億ドル を超えた 巨
額の貿易黒字 の存在 によ って周知 とされている 。
もともと、このような貿易黒字の発生は輸出 ・輸入双方の事情 に依存す るものであるが 、近 年 、
その主 たる原因 を 日本の特殊性 に求め る傾 向が強 まりつつある。競争力 を持つ ことは 自由貿易のル
ールに則 る以上 、プ レイヤ ーの鉄則である。 しか し、その競争力 に 「公正な」 とい う形容詞が 付け
られる と、不公正 さを取 り除 くことが 貿易 のイ ンバ ラ ンスを改善す る唯一の方法 のように考え られ
て しまう。そ して 「不 公正 さ」 の内容 は、始めは産業組織の制度 ・慣行などの特性 に集 中 したが 、
次第 に日本の産業構造 を支 える技術力 に 目が向け られ るよ うにな り、知 的所有権 の所在問題 に絡ん
で 「基礎研究 ただ乗 り論」 などが提起 され るに至 っている 。
一 方 、このよ うなマ クロ政策論議 を背景 と して 、日本の競争 力に独 自の 「源泉」 を見出だそ うと
す るアカデ ミックな関心が国際的 に増大 し、既に多 くの研究成果が著 されている 。それ らに共 通す
る認識 は、 日本企業の技術開発力ない し製 品開発力にお ける独 自のパ フ ォーマ ンスを 、マ クロ的な
国際競争力の源泉 と してみている点 である。また国の競争優位 を決定する要 因 としては 、安 い労働
力や豊富な資本の存在よ りも、む しろ技術革新 を効率的 に生み出 し、その効 果を産業間 に波及 させ
るシステム を内包 している ことが重要であ るというM.Porterの指摘 が 、技術革新過程 に関わ る幅広
い研究者 によ って支持 されている。
本研究 は上記 の認識 を継 承 しつつ 、日本製造 業の競争力 に対す る国際理解 の一助 とするため 、そ
の源泉 と目され る技術開発 力のパ フ ォーマ ンス に焦点 をお き、内側か らみた 日本的特質の分析 を行
うことを 目的 として実施 した 。
2.作 業仮説 と対象業種 一素材関連技 術の本位機 能一
そ もそ も国際競争力を有す る製造業種 を定義す るこ と自体 、多 くの論点を孕 む問題であ る。一例
と してPorterは、r国 連 国際 貿易統計年報』 を始 めとす る各種デ ータに基づ いて、8ケ 国 にっ き競
争優位 にある業 種の クラス ターを作成 して いる 。この結果 、日本 については 、原材料 ・金属 、石油
・化学 、半 導体 ・コ ンピ ュー タなどの 「川上産業」 、輸送(自 動車製造業 を含む)、 通信 などの
5
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「支援 」産業 、及び食品 、繊維 などの最終消費財産業 が抽 出されている 。これ ら業種の中で 、従来
の研究 において主要 な関心 の対象 とされて きたのは 、かつてPeterF。D烈ckerによ って 「産業の中
の産業 」 と称 された 自動車製造業であ る。 しか し、我 々は以下 の作業仮説 に基づ き、Perterの言 う
「川上産業 」 、す なわ ち半導体 などを含む広義の素材産業を 、 「製造業 の中の製造業」 と して取 り
上げる ことにした。
も し技 術がマ クロ的な競争 力の源泉 にな ってい るとすれば 、経済 システムの中には、い くつかの
技術が 「源泉」 として点在 あるいは集積 し、その周囲 には 、あたか も深海 の鉱泉 の周 りにで きるコ
ロニ ーのご とく、産業群が形蔵 されて いる筈であ る。そ して 、各々の源泉に起 因 して成長 した産業
群が相互 に強い依存 関係 を築 いている とすれば 、技術 はかつてのr米 」 のよ うに 、財 ・サ ービ スの
経済的価値を決定 し、そ れを配分す るための価値基準 と して機能 している とみる ことがで きる 。言
い換えれば 、今 日の経済 システムの中では 、技術が本位機能 を果た しているのである。そ して 、か
か る本位機能を有す る技 術は、製造業種間の産業連関の最上流工程 に位置す る素材産業 、就中 これ
まで産業 の 「米 」 と称 されて きた鉄鋼や半導体の 分野 に存在す るであろ う。Pj－ ン生産方式」 と
して世界的 に知 られるに至 った 日本の 自動車生産 システム と言え ども、安定価 格で高品質の鋼板 な
どが ジ ャス ト・イン ・タイム納入 され るという前提が崩れれば 、今 日の国際 競争 力を維持 し得 ない
のであ る。
ところで 、近年 における米 国の科学技術政策 は、 自国の製造業 におけ る国際競争 力の衰退 に対す
る反省の上 に立 って 、素 材関連技徳 の重要性 を明確 に意識 した もの と して体 系化 されつつ ある。先
端 的科学活動か ら創造 された研究成果 を製造段階 と結び付け るための施策 、軍事関連部門か らスピ
ル オーバ ーを受 ける民生 産業部門の育成施 策 、研究関連素材 ・試験材の国内調達施策 などは 、その
根底 にfハ イテ ク ・マテ リアルズ」を"Nati閲aiCriticalTeclmologジの最優先課題 とす る施策
を置 き、将来の米国経済 を支える素材 産業 を積極 的に育成 しよ うとす る強い意思 を窺 わせ ている。
まさに、米国 はハ イテ ク ・マテ リアルズ に基づ く一種 の 「傾斜生産方式」 を採択 したのであ る。
米 国の産業政策では 、素材開発の 「先端 的側面」が 強調 され ている。 しか し、このよ うな傾斜性
は うま く作動す るのであ ろうか 。新素材開発初期 の着眼 は研究者の個人的なマ イン ドに依存す る こ
とが大 きいが 、研究開発のステ ップを積み上 げてい く局面 にお いては、む しろ重要な要素は在 来素
材 の改 良改善 の際 に蓄積 された組織的技能であ り、在 来素材の取扱 いに係 わ るシステ ミックな技術
・ノウハ ウで あろう。す なわち素材開発の 「先端 的」 側面 よ りも、む しろ在来素材産業の中 に、将
来 の競争力 の源 泉となるダイナ ミクスが隠 されている と考 え られる。我 々は、この点を考察す るき
っかけを作 るために、対象業種 として鉄鋼 業 と半導体 産業 の他 に、典型 的な在来型素材産 業である







3.素 材関連産 業にお ける技術 開発の課題
我 々は各種 統計デ ータの分析 を通 じて、上記の作業仮説を検 証 した。同時 に、広義の素材産業 に
お ける技術 開発 力につき 、以下の ような課題を提示 した 。
鉄鋼 、セ メ ン トを事例 として検討 した在来型素材産 業 については 、その不断の技術的な改 良改善
が高 品質素材の安定価格での供給 を可能 に し、製造業 全体 の競争力 を支 えて きた ことが明 らか にな
った。 しか し、同時 にこれ らの業種 では 、世界最高水準 を誇 るエ ネルギ ー消費効率がい まや技 術的
な限界 を迎 えてお り、また高付加価 値製品 の低収益性が研究開発へ の利益再 投資 を抑制す る危 険性
を孕んでい る。
例 えば鉄鋼業 の場合 、省エネ技 術の普及 によ りエ ネルギ ー消費原単位は 、1980年の粗鋼単位 当 り
494万Kcalから87年には 、438万Kcaiにまで低下 したが 、以後は440Kcal台で横 這い に推移 している 。
その背景 には 、かつて省エ ネ化の切 り札 となった連続鋳造法の普 及が80年代 後半 に飽和水準 に達 し、
またCDQ(コ ークス乾 式消化設備)やTRT(高 炉炉頂圧発電設備)な どの新技術 も既 に相 当の
普及率 に達 しているとい う要 因があ る。一方 、ユ ーザ ー産業 の省エ ネ ・省資源対策 に応 じて 、鉄鋼
業 は表面 処理鋼板 の開発 などによ る鋼 材の軽量化 ・高品質化 を重ね てきた 。 しか し、鉄鋼 の多品種
・大量生産体制 を効率的 に機能 させるため 、鉄鋼 企業 とユ ーザ ー企業間の取 り引 きが長期 的な契約
関係 の中で決定 され ることか ら、鋼 材価格は横這 い傾 向にある。この結果 、製造 原価が 大幅に上昇
す る高付加価値製品ほ ど、収益性 が顕 著に低下す るという傾 向をみ るに至 った 。
半導体産業では 、在来技術の改 良と同時 に 、常 にそ の技術の限界 を乗 り越 える次世代技 術の開発
ノ
が平行 して進め られてお り、しか も改 良 と開発 とが 「微細加工」 とい う視点 で互 いに補完 しあ って
きた ことか ら、当面 、技術限 界を迎 える危険性は 回避 されている。 しか し半導体産業 にお いて も、
その幅広 い要 素技術 分野が 巨額 の研究開発投資 を要求する一方 、激烈 なシ ェア競争が絶えず製品価
格を低下 させているため 、従来 のスケールメ リッ トの追及 による収益性 にかげ りが 見え始めてい る
点 が指摘 された。特定の技術課題 に複数企業が殺到 し、開発 の過 当競争 をもた ら して きた慣行が 、
研究 開発投 資の収益率の低下 に帰結 しているのである。また 、半導体 分野では製品市場が 需要飽和
に達 したこ とか ら、研究開発投資が抑 制 されている とい う側面 もあ る。
過 当競争 は素材技術の不断の改 良と開発 を促す一方 で、その技術的成果の市場 価格を低 減 させて
きた。言い換えれば 日本製造業は 、財 ・サ ービスの価格 を左右す る本位機 能を有 する素材技術 自体
の価格 を抑 えることを代償 と して 、そ の持続 的な国際競争力 を維持 して きたのである。 しか し、コ
ス ト低減 に対応 して きた技術改 良が限 界に達 し、スケールメ リッ トの追及が需要 飽和 に直面 しつつ
あ る現在 、なお 素材技術 の低価格 ・低収益性が続 けば 、やがて競争 力の源泉 そのものを枯渇 させ る
ことになろ う。
折 しも、第一 次石油 シ ョック以降最悪 と称 され る最近の景気後退 の中で 、企業 は深刻な収益環境
の悪化 に直面 し、92年度 中に相次いで設備投資計画の見直 しを行 った。この結果 、大手半導体メ ー
カ ーの中で も、研究開発 費の大幅削減 を決定 した企業 が少な くない。
企業 内におけ る研究開発投 資の低収益性 に対 処するためには 、新技術の もた らす収益を必ず しも
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マ クロ経済 に還元 して しまうことな く、産業 内部 に制度的 にス トック し、将 来の技術限界 を乗 り越
える次世代技術の共同開発のため に活用 してい くシステムが必要 になる もの と考 え られ る。
そのあ り得べ きシステムに関す る検討 は 、今後 の研究課題 と して残 されている。
皿.そ の 他/OtherTopics




松 田1研 主 任研究官(米 国 ・日米研究開発経 営者 フ ォー ラム出席)
柴田総 務研究官(ベ ルギー ・シンポ ジウム出席他)
坂 内所 長(ド イツ ・日独 コロキ アムへの出席 、FhG・ISIと の打合せ)
○成果物 の発行案 内
・調 査研 究資料:講 演録42コ ラボ レー シ ョンメデ ィアのデザ イ ン




編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
〒100東 京 都 千 代 田 区 永 田 町1--11-39電 話03(3581)2391
NationalInstituteofScieRceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
1-11-39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,100
PHONE:03(3581)2391FAX:03(3503)3996
8一
